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【論文要旨】
　本研究は，従来の「リテソション・マネジメソト」研二究と，筆者ら（村山・鄭・山下：2010）
の提示しているポジティブ・リテンション，ネガティブ・リテソショソ，非リテンショソの枠組み
に基づいて，リテンションが組織やメソバーの能動性に与える影響について考察するものである。
そこで，まず日本の「終身雇用システム」においてリテンションが果たしてきた役割について概観
する。次に，高橋（1993）の「ぬるま湯感」と「熱湯（あつゆ）感」の概念，および筆老（2009）
の提案している「ドロップアウトとスピソアウトの行動フレームワーク」をふまえながら，変化性
向（propensity　to　change；高橋1993）とリテンショソの関係について検討していく。これにより，
ポジティブ・リテソショソ，ネガティブ・リテソショソ，非リテンショソが組織とメンバーの変化
性向に与える影響を示唆するとともに，日本の組織におけるリテンション・マネジメソトの課題に
ついて論じる。
【キーワード】 リテソション・マネジメント，ポジティブ・リテソション，非リテンション，終身
雇用システム，ぬるま湯感
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1．はじめに
　組織において，経営資源のプライム・リソースとして位置づけられることの多いヒト（Man）
をいかにして有効に活用し組織への貢献を促すかは重要な課題の一つである。こうした課題に対し
て，日本企業は長期雇用・長期勤続を前提とした「終身雇用システム」の中で教育訓練を行い，従
業員を成長させることにより組織への貢献を促してきた。しかしながら近年，日本企業でも離職・
転職が増加し，終身雇用システムが崩壊しつつあるという指摘が数多くなされている。とりわけ，
若年層の離職・転職の増加は深刻な社会問題になりつつあり，大卒新規労働者の約4割近くが，
入社後3年以内に退職している1。もし，こうした傾向がさらに拡大すれば，企業では安定的な人
材確保が困難になり，人的資源管理の展開に多大な影響を与えることになる。さらに，Becker2の
人的資本の枠組みによれば，従業員が退職した場合，組織はその従業員が生み出す成果を享受する
ことができず，それまで費やしてきた教育訓練コストを回収することができなくなるとされる。こ
のような考え方に基づけば，組織に従業員を定着させることの重要性が認識される。
　こうした問題を捉える際に注目される概念に「リテソション・マネジメント」がある。リテンシ
ョンは，一般に「保持」「保留」「継続」「引き留め」等をさし，経営学の文脈の中では従業員を組
織内に確保することを意味する3。しかしながら，「リテンション」は単に「従業員が組織に留まる
こと」のみをめさしているわけではない。なぜなら，人的資源の活用という観点から考えれば，
「定着した従業員が組織に対して貢献するか否か」という問題を看過することはできないからであ
る。そのため，従来のリテソション・マネジメソト研究4・5は，いかに「高業績者」を組織に定着
させるかという問題に焦点を当ててきた。これに対して，筆者ら6はリテソションの概念を，それ
が組織にもたらす貢献という観点から，ポジティブ・リテンション（正の貢献をもたらすリテンシ
ョソ）とネガティブ・リテンション（負の貢献をもたらすリテンション）の2つに分類する枠組
みを提示している。これにより，急速に人材定着率が低下しつつある現在の日本企業において，リ
1厚生労働省：『新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移』，2009年
2Becker，　G．　S．著，佐野陽子訳：『人的資本』，東洋経済新報社，1976年
3山本寛：『人材定着のマネジメント』，中央経済社，2009年
4海外における「リテンション・マネジメソト」研究は，Mobley（1982），Patrick（1995）らを参照されたい。
5山本，同上書（注3）
6村山賢哉，鄭年皓，山下洋史：“ポジティブ・リテンショソとネガティブ・リテソション”，日本経営システ
　ム学会第44回全国研究発表大会講演論文集，pp．96－99，2010年
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テンショソが雇用システムに与える正のスパイラルの存在を指摘している。
　本研究は，上記の一連の先行研究7－9，および高橋10・筆i者ら11の研究に基づいて，リテソショソ
が組織やメンバーの能動性に与える影響について考察するものである。そこで，まず，筆者ら12の
先行研究に基づき，日本の「終身雇用システム」においてリテンションが果たしてきた役割につい
て概観する。次に，組織とメソバーの変化性向について論じた筆者13の「ドロップアウトとスピソ
アウトの行動フレームワーク」に基づき，「ぬるま湯感」，「熱湯（あつゆ）感」の概念14とリテン
ションの関係について検討していく。これにより，ポジティブ・リテソション，ネガティブ・リテ
ンショソ，非リテンショソが組織とメンバーの変化性向に与える影響を示唆するとともに，日本の
組織におけるリテソショソ・マネジメントの課題について論じていくことにする。
皿．ポジティブ・リテンション／ネガティブ・リテンションと非リテンション
　従来の「リテンショソ・マネジメソト」研究は，主に海外で展開されており，それら15は，高業
績者をいかに組織へと定着させるかに焦点を当ててきた。なぜなら，欧米（とりわけ米国）では労
働市場の流動性が高く，離職・転職が頻繁に行われるため，高い業績を生み出す「優秀な従業員」
をいかに組織に定着させ，その従業員の貢献を促すかは人材管理の問題において重要な課題となっ
ているからである。そのため，従来の先行研究において，「リテンション」は「選抜的リテンショ
ソ」や「Talent　Management16」として位置づけられることが多いのである。
　一方，日本では「終身雇用」と呼ばれる長期勤続・長期雇用を前提とした雇用システムが長年に
渡って広く行われてきた。そのため，従業員の定着率は欧米に比較して高く，日本ではリテンショ
ン・マネジメントの必要性があまり認識されてこなかった。しかしながら近年，従業員の価値観の
多様化による離職・転職が数多く見受けられるようになり，従業員の定着率が高かった日本企業に
おいても，人材を定着させることの重要性が増大してきた。
　山下17によれば，これまでの日本企業において，トラブルや緊急性の高い業務への実務担当者の
アジル（迅速かつ柔軟）な対応は，権限委譲によって可能となり，その際に従業員の局所最適化の
7Mobley，　W．　H．　Employee　turnoverr　Causes，　consequences，　and　control．　Reading，　Mass．：Addison－Wesley，1982．
8Patrick，　M．　To　retain　or　not　retain？　Multinational　firms　and　technical　labour．、Human　Resource　Management
　／burnal，5，7－17，1995．
9山本，同上書（注3）
10高橋伸夫『ぬるま湯的経営の研究』，東洋経済新報社，1993年
11村山賢哉：「日本の組織における未来志向性とぬるま湯感・熱湯感に注目したメンバーの行動モデル」，明治
　大学修士論文，2009年
12村山・鄭・山下，前掲論文（注6）
13村山，前掲論文（注11）
14高橋，前掲書（注10）
15Mobley，前掲論文（注7），　Patrick，前掲論文（注8）
16Mobley，前掲論文（注7），　Patrick，前掲論文（注8）
17山下洋史：『人的資源管理の理論と実際』，東京経済情報出版，1996年
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行動を防止する役割を「幅広い参加的学習」による目的・価値の共有が果たしてきたとされる。そ
して，このことが戦後の日本企業の発展を支える一つの要因となってきたことを指摘している。し
かしながら，離職・転職による組織からの退出（exit18）行動が増加することは，ジョブ・ローテー
ションを通じた幅広い参加的学習を行うことが困難となることを意味する。なぜなら，長期雇用・
長期勤続により生み出される時間的余裕が，組織にとってこうした学習を促す教育訓練に多くの時
間を費やすことを可能にしてきたからである。すなわち，離職・転職の増加は，日本企業における
実務担当者のアジルな対応の基盤となる時間的余裕を失わせてしまうのである。
　こうした問題意識に基づき，山本19は，組織を「渡り歩いて」でもキャリア形成を図ろうとする
従業員と，従業員にリテンションを促し，高い貢献を享受しようとする組織との関係について，主
に組織の人的資源管理の側面からのアプローチを試みている。その際，研究の対象は高業績人材に
置かれており，組織に正の貢献をもたらす人材をいかにリテンションの方向へと導くかに焦点が当
てられている。したがって，組織に留まった従業員がどのような負の影響を与えるかについては，
議論の中心に置かれていない。
　このように，リテンションは単に「従業員が組織に留まる」ことのみをめざした概念ではない。
しかしながら，組織に留まった従業員が周りの「足を引っ張る」行動をとった場合，組織にとって
正の貢献ではなく，負の貢献をもたらすことになる。こうした考え方に基づき，筆者ら20はリテン
ションが組織にもたらす「正一負の貢献」に焦点を当て，図1のような，正の貢献をもたらすリ
テンション（ポジティブ・リテソショソ）と，負の貢献をもたらすリテソショソ（ネガティブ・リ
従来のリテンション研究
従業員
山本（2008）の枠組み
ポジティブ・リテンション（化）
ネガティブ・リテンション（化）
　　　　　　　　　　　　　　筆者ら（2010）の枠組み
　　　　　図1　ポジティブ・リテンションとネガティブ・リテンションの枠組み
（出所：村山賢哉・鄭年皓・山下洋史，“ポジティブ・リテンションとネガティブ・リテンショ
　　　ソ”，日本経営システム学会第44回全国研究発表大会講演論文集，pp．96－99，2010年）
18村田潔：“ITの社会的側面一情報社会の倫理的要請一”，オフィス・オートメーショソ，　Vo1．22，　No．3，　pp．
　30－35，2001年
19山本，前掲書（注3）
20村山・鄭・山下，前掲論文（注6）
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テソション）という枠組みを提示している。
　従来のリテソショソ・マネジメソトは高い業績をあげている（もしくは今後の高業績が期待され
る）従業員のみを対象としてきた。欧米のように労働市場の流動性が高い場合，組織内での活躍に
対するモチベーションの低い従業員は，組織に留まり周りの「足を引っ張る」行動をとるよりも，
組織から退出（退職）する可能性のほうが高い。したがって，欧米のリテンション・マネジメント
がめさすゴールは，「高業績者の定着」なのである。
　日本企業においても，モチベーションの高い従業員は，当然のことながら組織に対する正の貢献
をもたらす。筆者ら21は，こうした従業員のリテンショソを単なる定着ではなく，組織や自身を成
長させ，最大限の貢献を図ろうとするという意味で「ポジティブ・リテソション」と呼んでいる。
　一方，筆者22は，日本企業において終身雇用システムによる雇用の長期的保障が，従業員の「左
うちわ的行動」をもたらすことを指摘している。雇用の長期保障がもたらす「安心感」によって，
逆に自身の成長や，組織に対する最大限の貢献という意識が失われ，単に組織に留まっているだけ
の状態がこれに相当する。筆者はこうした状態にある従業員のリテンションを「組織に対して負の
貢献をもたらす危険性を内包している23」という意味で，「ネガティブ・リテンション」と呼んで
いる。さらに，日本企業では，従来より終身雇用システムが浸透し，高い従業員の定着率を示して
きた。したがって，組織からの退職（離職）は，頻繁に行われるものではなかった。筆者らは，従
業員のリテンショソのみならず，退職（離職）にも焦点を当て，これを「非リテソション（化）」
として位置づけている。
　本研究では，こうした枠組み（ポジティブ・リテソション，ネガティブ・リテンション，非リテ
ンション）に従って，それぞれの行動が組織やメンバーの能動性に与える影響について検討してい
くことにする。
皿．日本企業における「終身雇用」システムとリテンション
　これまでの日本企業における従業員の高い定着率は，終身雇用システムによる「雇用の長期的な
保障」のみが支えてきたのであろうか？　この問題に対して，山本24はリテンショソの要因が「雇
用の長期保障」のみならず「職務満足の醸成」にもあることを指摘している。従業員が職務満足を
得ることにより，自身の欲求が充足され，組織に定着しようとする心理的要因としてのモチベーシ
ョソ（動機づけ）が高まる。これにより，従業員はその状態を維持するために組織に留ろうとする
のである。山本25によれば，リテンション・マネジメントにおける職務満足の醸成は，職務におけ
21村山・鄭・山下，前掲論文（注6）
22村山，前掲論文（注11）
23村山・鄭・山下，前掲論文（注6）
24山本，前掲書（注3）
25山本，前掲書（注3）
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る従業員の自由裁量（権限委譲）の程度によって変化する。しかしながら，単に自由裁量の程度を
高めるだけでは，従業員を局所最適化の行動に導く危険性を増大させてしまうことになる。なぜな
ら，組織と目的・価値を共有することなく，従業員が自身にとっての主観的最適性を追求した場
合，それが必ずしも組織の最適化と一致するとは限らないからである。
　そこで，これまでの日本企業は，山下26のいう「幅広い参加的学習」やジョブ・ローテーション
によって組織と目的・価値を共有し，局所最適化を防止してきた。そして，上記の幅広い参加的学
習は，終身雇用システムによる時間的余裕に支えられていることは，前述のとおりである。したが
って，従来の日本企業における「終身雇用システム」が，「雇用の長期保障」と「職務満足の醸成」
という2つのリテンション要因について，前者に対しては直接的に，後者に対しては間接的にそ
れぞれを支えてきたということになる。そして，こうした基盤により，日本企業は従業員の高い定
着率を維持してきたのである。
lV．日本型リテンション・マネジメントとポジティブ・リテンション
　これまでの日本企業のリテンション・マネジメントにおいて，「終身雇用システム」がそれを支
える中心的な役割を果たしてきたことは前節で述べたとおりである。それでは，従業員のリテンシ
ョンは組織に対してどのような貢献をもたらすのであろうか？
　筆者ら27は，従業員のリテンショソが，日本の終身雇用システムの正のスパイラルをもたらすこ
とを指摘している。前述のように，従業員にとって「終身雇用システム」が雇用に対する不安や不
満を軽減させ，それが従業員をリテンションの方向へと導く。これは，従業員の長期勤続の傾向を
生み出し，企業の終身雇用システムを支える基盤の一つとなる。すなわち，終身雇用システムの
「長期雇用」が，従業員の雇用への不安・不満を軽減することにより組織への定着を促し，それが
従業員を長期勤続の傾向へと導くことによって終身雇用システムを支えるという「正のスパイラ
ル」がそこに存在するのである。
　一方，終身雇用システムの生み出す時間的余裕がジョブ・ローテーションや幅広い参加的学習を
可能にする。これが組織と目的・価値を共有する方向へと従業員を導き，権限委譲した際の局所最
適化の行動を防止する。そして，この権限委譲が，従業員の職務満足を生み出すのである。前述の
ように，権限委譲による職務満足は，従業員のリテンションをもたらす要因となる。ここに，もう
一つの「正のスパイラル」が存在するのである。
　このように考えれば，長期雇用・長期勤続を前提とした終身雇用システムとリテンションの間に
2つの正のスパ・イラルが存在する。筆者ら28は，こうした2つのスパイラルを図2のように表わし
26山下洋史：『組織における情報共有と知識共有の概念を基礎としたマネジメント・モデルの研究』，明治大学
　博士（商学）学位論文，2004年
27村山・鄭・山下，前掲論文（注6）
28村山・鄭・山下，前掲論文（注6）
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ている。
　さらに，図2における長期勤続の傾向は，組織にとって幅広い参加的学習に必要な時間的余裕
を生み出すだけでなく，従業員が組織内での自身の価値を高めるための専門的学習を促す。すなわ
ち，長期雇用・長期勤続が生み出す時間的余裕は，従業員の幅広い参加的学習と専門的学習を支え
る基盤となるのである。
　山下29は，組織においてメンバーの活性化を促すためには，一体化度指数を高め，無関心度指数
を低めることの必要性を指摘している。一方，前述の幅広い参加的学習は，組織と目的・価値を共
有することにより一体化度指数を高め，専門的学習は自身の職務に対しての無関心度指数を低める
役割を果たす。すなわち，終身雇用システムの生み出す時間的余裕が，幅広い参加的学習と専門的
学習の両学習を促進し，それがメソバーの活性化をもたらすのである。
　また，権限委譲は，職務満足を醸成し従業員のリテソショソ要因となるだけでなく，環境の変化
やトラブルに対する従業員のアジルな対応を可能にしてきた。そして，その際の局所最適化の行動
を防止する役割を，幅広い参加的学習やジョブ・ローテーションが果たしてきたのである。
長期的な雇用の保障
雇用の不安・不満の軽減
f
長期雇用
…?
?????????
終身雇用システム ポジティブ・リテンション
長期勤続
1　　　定着P?
1
時間的余裕 職務満足の醸成
幅広い参加的学習 権限委譲
目的・価値の共有
専門的学習 局所最適化の防止
組織におけるメンバーの活性化
@　　　（山下；1996）
環境の変化やトラブルに対する
@　　　アジルな対応
　　　　　　　　図2　ポジティブ・リテンションにおける正のスパイラル
（出所：村山賢哉・鄭年皓・山下洋史，“ポジティブ・リテンションとネガティブ・リテソション”，日
　　　本経営システム学会第44回全国研究発表大会講演論文集，pp．96－99，2010年）
29山下，前掲論文（注26）
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V．ぬるま湯感・熱湯感とリテンション
　ここまで述べてきたように，筆者らの先行研究30は，日本の雇用システムにおいてポジティブ・
リテンションが果たしてきた役割について論じているが，本研究では，リテンションが組織の「変
化性向31」に対してどのような影響を与えるかについて検討していくことにする。そこで，まず高
橋の「ぬるま湯感」と「熱湯感」の概念32と，それを基礎にした筆老の「ドロップアウトとスピソ
アウトの行動フレームワーク33」に従ってこの問題を捉えていくことにしよう。
　組織における従業員の行動の背後に潜在する心理的メカニズムについて，高橋34は組織と従業員
の関係に注目し「ぬるま湯感」と「熱湯感」の概念を提示している。これらは，組織の「温度」と
従業員の「温度」の差によって従業員が感じる「体感温度」を捉えようとするものである。ここで
いう「温度」とは，現状に甘んじることなく変化を求める傾向，すなわち現状を打破して変化しよ
うとする能動性の大きさを意味しており，高橋はこれを変化性向（propensity　to　change）と呼ん
でいる。そして，組織と従業員の変化性向の大きさ（温度）をそれぞれ「システム温」と「体温」
と呼び，これらの関係を（1）式のように表わしている。
体感温度；システム温一体温 （1）
　さらに，体感温度が低いとき，従業員の感じるぬるま湯感が大きいため，（1）式における正負の
符号を逆転させ，ぬるま湯感を（2）式のように捉えている。
ぬるま湯感；体温一システム温 （2）
　一般に，ぬるま湯感が大きい状態は，システム温が相対的に低いという意味で，組織が活性化し
ていない状態として捉えられがちである。しかしながら，システム温がとりたてて低いわけでなく
とも，体温が高いためにぬるま湯感が大きい状態となることがある点に注意を要する。すなわち，
システム温が高くても，体温がそれを上回るほど高い場合，従業員はぬるま湯感を感じるのであ
る。
　以上のようなシステム温と体温の温度差の視点に基づき，高橋35は図3のような「湯かげん図」
を提示している。
　さらに，図3において，「ぬるま湯」は体温が高く，システム温が低い状態であるが，このぬる
ま湯の状態とは逆に，体温よりもシステム温が高い（3）式のような場合を，「熱湯」の状態として
30村山・鄭・山下，前掲論文（注6）
31高橋，前掲書（注10）
32高橋，前掲書（注10）
33村山，前掲論文（注11）
34高橋，前掲書（注10）
35高橋前掲書（注10）
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???
ぬるま湯
（水風呂）
適温
熱湯（あつゆ）
　　　　　　　　　図3　高橋の湯かげん図
（出所：高橋伸夫『ぬるま湯的経営の研究』，東洋経済新報社，1993年）
位置づけている。
熱湯感＝体温一システム温く0 （3）
　ここで，体温とシステム温にギャップのある状態（図3の「ぬるま湯」，「熱湯」）は不安定な状
態であるため，メンバーは安定した状態ヘシフトしようとする36。一方，近年の離職・転職の増加
（とりわけ若年層の離職・転職の増加）により，このような安定した状態へのシフトのみならず，
不安定な状態から脱出するための行動（離職・転職）をとるメソバーが増加している。筆者37はこ
のような問題意識に基づき，組織メソバーの行動をぬるま湯感・熱湯感という観点から捉えること
により，図4のような「組織におけるドロップアウトとスピソアウトの行動フレームワーク」を
提案している。
　図4において，適温と水風呂は高橋の湯かげん図と同様に安定した状態（体温≒システム温）
を表し，熱湯の状態およびぬるま湯の状態は不安定な状態（体温≠システム温）を表している。こ
こで，熱湯とぬるま湯から「適温」へのシフトに注目すると，熱湯の状態にあるメンバーが体温を
上昇させ組織の変化性向と自身の変化性向の差異を小さくすることは，そのメンバーにとって安定
した状態へと自身を導くことになる。これは，熱湯の状態にあるメンバーが自身の体温を上昇（自
身の変化性向を増大）させることにより，組織に対してより多くの貢献をもたらす可能性を増大さ
せること，また，ぬるま湯の状態にあるメソバーがシステム温を上昇させることにより，組織を能
動的な状態へと導き，組織を活性化させる役割を果たすことを意味する。これらはともに組織に対
して正の貢献をもたらすという面で，筆者らの指摘している「ポジティブ・リテンション」に相当
する。これまでの日本の組織では雇用の長期保障と権限委譲が体温の上昇とシステム温の上昇をも
36高橋伸夫：『日本企業の意思決定原理』，東京大学出版，1997年
37村山，前掲論文（注11）
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ドロップアウト
熱湯（あつゆ）の状態
体温一システム温く0
　ぬるま湯の状態
体温一システム温≧0
スピンアウト
　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　　　1　　　　　ジレンマ　　　　　　’
体温≒システム温←一一一一一一一→体温〉システム温
　　図4　組織におけるドロップアウトとスピンアウトの行動フレームワーク
（出所：村山賢哉，「日本の組織における未来志向性とぬるま湯感・熱湯感に注目した
　　　メソバーの行動モデル」，明治大学修士論文，2009年）
たらし，メソバーをポジティブ・リテンショソ化の方向へと導いてきたのである。
　一方，図4において熱湯から「水風呂」への移行に注目すると，こうしたメンバーが安定した
状態（水風呂）へと向かうべく，組織のシステム温を低下させた場合，組織は能動性を失い，停滞
した状態に陥ることになる。これは組織に負の影響を与えるという意味で「ネガティブ・リテンシ
ョン」に相当する。これまでの日本企業では，ラソク・ヒエラルキーによるイソセソティブ38（以
下：RHI）や，組織との一体感（忠誠心）を醸成することが「ネガティブ・リテンション」を防止
する役割を果たしてきた。
　一方，変化性向が相対的に大きい状態（ぬるま湯の状態）にあるメンバーは，能動性が高いメン
バーであり，従来のリテソショソ・マネジメント研究の枠組みにおける「高業績老」に相当する。
したがって，これまでのリテソション・マネジメント研究において，その主眼はこうした状態にあ
るメンバーに置かれていた。しかしながら，ぬるま湯の状態は不安定な状態であるため，安定した
状態へと移行すべく，メソバーが自身の体温を低下させる危険性が存在するところに注意を要す
る。これは，「高業績者」であっても雇用の長期保障による安心感や周囲の温度（システム温）の
低さから，逆に自身の成長，あるいは組織に対する最大限の貢献という意識が失われ，単に組織に
留まっている状態に陥ってしまうことを意味する。さらに，ぬるま湯の状態にあるメンバーはこれ
まで高い能動性を発揮し，組織に貢献してきたが故に，その際のネガティブ・リテンショソが顕在
38青木昌彦：r日本企業の組織と情報』，東洋経済新報社，1989年
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化しにくい。
　さらに，ぬるま湯の状態にあるメンバーの「現在の組織を何とかしなければならない」という動
機づけ（問題探索エネルギー39）によるシステム温の上昇を，「組織慣性」の存在が抑制する働き
を持つことにも注意しなければならない。なぜなら，組織メンバーのぬるま湯感によって解決すべ
き問題が浮上したとしても，ぬるま湯の状態では組織の理解や協力を得られないことが多いからで
ある。このような場合，組織メソバーは「現在の組織では自身が探索した問題を解決すること（改
善や改革）はできない」と感じ，ぬるま湯の状態を回避するために，スピンアウトという行動を起
こしやすい。
　一方，熱湯の状態にあるメンバーの場合は，常に心理的圧力を感じ，自身にとって「居心地」の
悪い現在の状況を回避すべくドロップアウトという行動を起こしやすい。これは，組織の熱い状態
の中に留まることができず，そこから脱出しようとすることを意味し，筆者らの指摘する「非リテ
ンション化」に相当する。
　以上の議論をふまえて，組織やメソバー自身の変化性向と，リテンショソとの関係を整理すると
表1のようになる。
表1．組織とメンバーの変化性向とリテンションの関係
ぬるま湯の状態 熱湯の状態
ポジティブ・リテソショソ化 システム温の上昇 体温の上昇
ネガティブ・リテンション化 体温の低下 システム温の低下
非リテソション化 スピンアウト ドロップアウト
　以上の議論から，筆者らの先行研究40が指摘しているポジティブ・リテソション，ネガティブ・
リテソション，非リテンションを，組織やメンバーの変化性向に与える影響の観点から検討する
と，それぞれ2つの側面を有していることがわかる。そして，これこそが組織におけるリテンシ
ョソ・マネジメソトの複雑性をもたらす要因であろう。そこで，組織の変化性向とメンバーの変化
性向の差異を十分に認識していなければ，企業のリテンション・マネジメソトが間違った方向へと
向かい，メンバーのネガティブ・リテンション化や非リテンション化をもたらしてしまうのであ
る。
　しかしながら，こうした二面性は，変化性向の低いメソバーのポジティブ・リテソショソ化の可
能性も秘めている。すなわち，熱湯の状態にあるメソバーに対する教育訓練，権限委譲，RHIと
いった動機づけが体温の上昇を促すことにより，熱湯の状態にあるメンバーを高い業績を生み出す
人材へと昇華させることができるかもしれないのである。
39山下，前掲論文（注26）
40村山・鄭・山下，前掲論文（注6）
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V［．日本の組織におけるネガティブ・リテンション化と非リテンション化
　日本の組織において，若年労働者の離職・転職の増加が大きな社会問題の一つとなっていること
は，前述のとおりである。本節では，こうした状況の中で今日の日本企業に求められるリテンショ
ン・マネジメントの課題について検討していくことにする。
　日本の組織においても，欧米のリテンション・マネジメント研究が焦点を当ててきた「高業績者」
と同様に，変化性向の高い（その多くはモチベーショソの高い）従業員をいかにしてポジティブ・
リテンション化の方向に導くかは重要な課題である。変化性向の高い従業員は，組織改善や組織変
革の中核となり，組織に正の貢献をもたらす。このような従業員を組織に定着させることは，リテ
ソショソ・マネジメソトにおける重要な課題の一つとなる。
　一方，リテンションが従業員の「左うちわ的行動」をもたらす危険性を内包していることにも注
意を要する。日本の雇用システムが長期雇用を前提としているが故に，従業員がこうした行動に陥
る危険性が高いのである。このような「左うちわ的行動」による「ネガティブ・リテンション化」
の存在は，「終身雇用」を軸とした日本の雇用管理において，とりわけ重要な意味を持つことにな
る。
　こうした問題に対し，これまでの日本の組織では，たとえ変化性向の低い従業員であっても教育
訓練を通して体温を上昇させることにより，変化性向の高い従業員の育成を図ってきた。すなわ
ち，従来の日本の雇用管理は，従業員をネガティブ・リテンション化の方向からポジティブ・リテ
ンション化の方向へのシフトをめざしてきたのである。このような雇用システムによるポジティブ
・リテンション化は，日本企業の戦後の成長を支えてきた一つの要因であろう。
　しかしながら，若年層の価値観の多様化や労働意欲の低下による離職・転職の増加は，こうした
問題をより複雑なものにしている。なぜなら，離職・転職（非リテソション化）により，組織から
退出してしまえば，組織にとって従業員の変化性向を高める時間的余裕を失うことになるからであ
る。さらに，若年層の「働きかた」に対する考え方の変化は，自身の体温の低下をもたらすととも
に，「周囲の足を引っ張る」行動を生じさせる。さらに，こうした行動がもたらすシステム温の低
下や，上記のドロップアウト（非リテンショソ化）が，組織の人的資源管理を混乱させる要因とな
ってしまうのである。
　これまでの日本の組織は，長期雇用・長期勤続を前提とした終身雇用システム（リテンション・
システム）の中で従業員の成長を促してきた。入社間もない頃は，組織と目的・価値を共有してい
なくても，皿節や】V節で述べたような幅広い参加的学習やジョブ・ローテーションを通して共通の
目的・価値を持った人材の「育成」を図ってきたのである。これにより，日本企業は従業員の変化
性向やモチベーションを高めるとともに，自律的・能動的な組織運営を展開してきた。しかしなが
ら，ネガティブ・リテンション化や非リテンション化の増加は，人材育成に費やす時間を奪い去
り，日本企業の「強み」を喪失させてしまう危険性を内包している。
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　リーマン・ショックに端を発した世界的な不況に象徴されるように，現在の日本企業が置かれて
いる状況は非常に厳しく，企業を取り巻く環境が目まぐるしく変化している。本研究で指摘した
「ネガティブ・リテンション」や「非リテンション」は，人材を有効に活用しながらこうした状況
を打破しようとする日本企業の人的資源管理に対する一つの問題提起となるものであろう。
皿．おわりに
　本研究は，リテンション・マネジメントにおける一連の研究41，および組織とメンバーの関係に
焦点を当てた高橋42と筆者43の枠組みに基づいて，従業員のリテンションが組織やメンバーの変化
性向に与える影響について考察してきた。そこで，まず日本の「終身雇用システム」においてリテ
ソショソが果たしてきた役割について，筆者ら44の提案している「終身雇用システムにおけるポジ
ティブ・リテソションの正のスパイラル」の視点から概観した。次に，組織とメソバーの変化性向
について論じた筆者の「ドロップアウトとスピンアウトの行動フレームワーク」に基づき，「ぬる
ま湯感」，「熱湯感」45とリテソショソの関係について検討した。
　これにより，筆者の枠組みにおけるポジティブ・リテンション，ネガティブ・リテンショソ，非
リテソションが組織とメンバーの変化性向に与える影響を示唆するとともに，今日の日本企業のリ
テソション・マネジメントに対し，
①変化性向の高いメンバーの非リテンショソ化の防止
②ネガティブ・リテソション化からポジティブ・リテソショソ化へのシフト
という2つの課題が存在することを指摘した。
　本研究の議論が，日本の組織におけるリテソショソ・マネジメソトに対する一つの分析視座とな
れば筆者として幸いである。
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